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第 1 章  総   則 

 

（目 的） 

第 1 条 この規程は、東京都北区が開設し、社会福祉法人北区社会福祉事業団

が運営する東京都北区立特別養護老人ホーム清水坂あじさい荘（以下「事業

所」という。）の指定介護老人福祉施設及び指定短期入所生活介護事業の運営

に関し、必要な事項を定め、業務の適正かつ円滑な執行と高齢者福祉の理念



に基づき、また「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」

及び「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」を遵

守し、利用者の生活の安定及び生活の充実、並びに家族の身体的及び精神的

負担の軽減を図ることを目的とする。 

 

（運営方針） 

第 2 条 事業所の指定介護老人福祉施設は、「施設サービス計画」に基づき、可

能な限り居宅における生活への復帰を念頭において、入浴、排泄、食事等の

介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の提供その他の日常生活上の世話、

機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、利用者がその有す

る能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるようにすることを目指

すものとする。 

２ 事業所の指定短期入所生活介護は、「居宅サービス計画」に基づき、可能な

限り居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるよう、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓

練を行うことにより、利用者の心身の機能維持並びに利用者の家族の身体的

及び精神的負担の軽減を図るものでなくてはならない。 

３ 事業所は、利用者の意思及び人格を尊重し、常にその者の立場に立って指

定介護老人福祉施設サービス及び指定短期入所生活介護サービスを提供する

ように努めなければならない。 

 

（事業所の名称等） 

第 3 条 事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（１）名 称  東京都北区立特別養護老人ホーム清水坂あじさい荘 

（２）所在地  東京都北区中十条４丁目１６番３２号 

 

第 2 章 職員の職種、員数及び職務の内容 

 

（職 員） 

第 4 条 事業所は、介護保険法に基づく「指定介護老人福祉施設の人員、設備

及び運営に関する基準」及び「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準」に示された人員基準を遵守し、別紙のとおり配置する。 

２ 前項に定めるもののほか、必要に応じてその他の職員を置くことができる。 

 

（職 務） 

第 5 条 職員は、事業所の設置目的を達成するため、必要な職務を行う。 

（１）施設長は、事業所の業務を統括する。施設長に事故あるときは、あらか

じめ施設長が定めた職員が施設長の職務を代行する。 



（２）副施設長は、事業所の業務を処理する。 

（３）医師は、利用者の診察、健康管理及び保健衛生指導に従事する。 

（４）生活相談員は、利用者の生活相談、面接並びに援助の企画立案及び実施

に関することに従事する。 

（５）介護職員は、利用者の日常生活の介護、相談及び援助に従事する。 

（６）看護職員は、利用者の診察補助及び看護並びに利用者の保健衛生管理に

従事する。 

（７）管理栄養士は、献立作成、栄養ケアマネージメント及び療養食の提供、

栄養量計算及び食事記録、調理員の指導等の食事業務全般並びに利用者の

栄養指導に従事する。 

（８）機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能を改善し又はその減

退を防止するための訓練を行う。 

（９）介護支援専門員は、施設サービス計画を作成する。 

（10）事務員は、庶務及び会計事務に従事する。 

２ 職員の事務分掌及び日常業務の分担については、施設長が別に定める。 

 

第 3 章 利用定員 

 

（定 員） 

第 6 条 事業所の指定介護老人福祉施設の入所定員は、138 名とする。 

２ 事業所の指定短期入所生活介護の利用定員は、併設型 22 名、空床利用型 7

名とする。 

 

第 4 章 利用者に対するサービスの内容及び利用料その他の費用の額 

 

（施設サービス計画等の作成） 

第 7 条 施設長は、介護支援専門員に施設サービス計画等の作成に関する業務

を担当させるものとする。 

２ 施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員（以下「計画担

当介護支援専門員」という。）は、施設サービス計画の作成に当たっては、適

切な方法により、利用者について、その有する能力、その置かれている環境

等の評価を通じて利用者が現に抱えている問題点を明らかにし、利用者が自

立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把

握しなければならない。 

３ 計画担当介護支援専門員は、前項に規定する解決すべき課題の把握（以下

「アセスメント」という。）に当たっては、利用者及びその家族に面接して行

わなくてはならない。この場合において、計画担当介護支援専門員は、面接

の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なければなら



ない。 

４ 計画担当介護支援専門員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメ

ントの結果に基づき、利用者の家族の希望を勘案して、利用者及びその家族

の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、施

設サービスの目標及びその達成時期、施設サービスの内容、施設サービスを

提供する上での留意事項等を記載した施設サービス計画の原案を作成しなけ

ればならない。 

５ 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議の開催、指定介護福祉サ

ービスの提供に当たる他の担当者（以下「担当者」という。）に対する照会等

により、当該施設サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的

な見地からの意見を求めるものとする。 

６ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の原案の内容について、利

用者又はその家族に対して、説明し、文書により利用者の同意を得なければ

ならない。 

７ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画を作成した際には、当該施

設サービス計画を利用者に交付しなければならない。 

８ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画作成後、施設サービス計画

の実施状況の把握を行い、必要に応じて施設サービス計画の変更を行うもの

とする。 

９ 計画担当介護支援専門員は、前項に規定する実施状況の把握（以下「モニ

タリング」という。）に当たっては、利用者及びその家族並びに担当者との連

絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところによ

り行わなければならない。 

（１）定期的に利用者に面接すること。 

（２）定期的にモニタリングの結果を記録すること。 

10 計画担当介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者

会議の開催、担当者に対する照会等により、施設サービス計画の変更の必要

性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。 

（１）利用者が要介護更新認定を受けた場合 

（２）利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合 

11 指定短期入所生活介護の利用者については、相当期間以上にわたり継続し

て入所することが予定される場合に、利用者の心身の状況、希望及びその置

かれている環境を踏まえて、利用者が利用するサービスの継続性に配慮して、

他の短期入所生活介護従業者と協議の上、サービスの目標、当該目標を達成

するための具体的なサービスの内容等を記載した短期入所生活介護計画を作

成しなければならない。 

12 短期入所生活介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、

当該計画の内容に沿って作成しなければならない。 



13 短期入所生活介護計画の作成にあたっては、その内容について利用者又は

その家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

14 短期入所生活介護計画を作成した際には、当該短期入所生活介護計画を利

用者に交付しなければならない。 

 

（サービスの提供） 

第 8 条 サービスの提供は、施設介護計画に基づき、漫然かつ画一的なものと

ならないよう配慮して行う。 

２ 職員は、サービスの提供にあたっては懇切丁寧を旨とし、利用者又はその

家族に対して、処遇上必要な事項について、理解しやすいように説明を行わ

なければならない。 

３ 事業所は、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を

図るものとする。 

 

（居 室） 

第 9 条 事業所が提供する居室は「重要事項説明書」に記載するとおりとする。

その際、選択する階及び居室は、利用者の希望及び居室の空室状況等により、

事業所側が利用者に対して居室の状況、利用料等を文書により説明し、合意

を得るものとする。 

 

（入 浴） 

第 10 条 事業所は、１週間に２回以上、適切な方法により入浴又は清拭を行わ

なければならない。ただし、利用者に傷病等や伝染性疾患の疑いがあるなど、

医師が入浴が適当でないと判断する場合には、これを行わないことができる。 

 

（排 泄） 

第 11 条 事業所は、利用者の心身の状況に応じて、また利用者個人のプライバ

シーを尊重のうえ、適切な方法により、排泄の自立について必要な援助を行

うものとする。 

２ おむつを使用せざるを得ない利用者については、おむつを適宜取り替える

ものとする。 

 

（離床、着替え及び整容等） 

第 12 条 事業所は、利用者に対し、離床、着替え、整容等の介護を適宜行うも

のとする。 

 

（褥瘡の防止） 

第 13 条 事業所は、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発



生を防止するための体制を整備するものとする。 

 

（食事の提供） 

第 14 条 利用者の食事は、栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜好を考慮して

提供するものとする。 

２ 食事の提供にあたっては、利用者の自立の支援に配慮し、できる限り離床

して食堂で行われるよう努めなければならない。 

３ 食事の時間は、概ね次のとおりとする。 

 （１）朝食  午前 8 時 00 分～ 

 （２）昼食  午後 0 時 00 分～ 

 （３）夕食  午後 6 時 00 分～ 

４ あらかじめ連絡があった場合は、衛生上又は管理上許容可能な一定時間、

食事の取り置きをすることができる。 

５ あらかじめ欠食する旨の連絡があった場合は、食事を提供しなくてもよい

ものとする。 

６ 医師の処方箋による療養食は、「契約書別紙」に定める料金で提供するもの

とする。 

 

（送 迎） 

第 15 条 利用者の入所時及び退所時に、利用者の希望及び状態により自宅まで

送迎を行う。ただし、原則として、送迎を行う地域は北区内とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、必要がある場合は近隣の区及び市についても行

うことができる。 

３ 送迎の料金は、北区内については無料とし、その他の地域については別途

定める。 

 

（相談・援助） 

第 16 条 職員は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な

把握に努め、利用者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、

必要な助言その他の援助を行うものとする。 

 

（社会生活上の便宜の提供等） 

第 17 条 事業所は、教養娯楽設備等を備えるほか、適宜利用者のためのレクリ

ェーションを行うものとする。 

２ 利用者が日常生活を営むのに必要な行政機関等に対する手続きについて、

利用者の申し出、同意に基づき、所定の手続きを利用者に代わって行うこと

ができる。 

 



 

（機能訓練） 

第 18 条 事業所は、利用者の心身の状況等に応じて、日常生活を営むのに必要

な機能を回復し、又はその減退を防止するための訓練を行うことができる。 

 

（健康の保持） 

第 19 条 医師又は看護職員は、常に利用者の健康状況に注意し、日常における

健康保持のために適切な措置をとり、必要に応じてその記録を保存するものと

する。 

 

（利用者の入院期間中の取り扱い） 

第20条 指定介護老人福祉施設の利用者が入院する必要が生じた場合であって、

入院後概ね 3 か月以内に退院することが明らかに見込まれるときは、その利用

者及び家族の希望等を勘案し、必要に応じて適切な便宜を提供するとともに、

やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び円滑に入所することができる

ようにしなければならない。 

 

（入院ベッドの活用） 

第 21 条 入院中の空きベッドは、介護保険法により、短期入所生活介護事業の

ベッドとして他者が使用できるものとする。 

 

（緊急時の対応） 

第 22 条 利用者は、身体状況の急激な変化等で緊急に職員の対応を必要とする

状態になったときは、昼夜を問わず 24 時間いつでもナースコール等で職員の

対応を求めることができる。 

２ 職員は、ナースコール等で利用者からの緊急対応要請があった時は、速や

かに適切な対応を行うものとする。 

３ 利用者が、あらかじめ近親者等緊急連絡先を届け出ている場合は、医療機

関への連絡とともに、その緊急連絡先へも速やかに連絡を行うものとする。 

 

（利用料等） 

第 23 条 指定介護老人福祉施設の利用料の額は、介護保険法に基づく厚生労働

大臣が定める基準によるものとし、施設サービスにかかる費用の 1 割（法令

等で定める者は 2 割または 3 割）相当分と居住費及び食費並びに日常生活等

に要する費用として、別紙に定める利用料の合計額とする。 

２ 指定短期入所生活介護事業の利用料の額は、介護保険法に基づく厚生労働

大臣が定める基準によるものとし、居宅介護サービス又は居宅支援サービスに

かかる費用の 1 割（法令等で定める者は 2 割又は 3 割）相当分と居住費及び食



費並びに日常生活等に要する費用として、別紙に定める利用料の合計額とする。 

３ 利用者が、特例施設介護サービス費、特例居宅介護サービス費、特例居宅

支援サービス費、特定入所者介護サービス費、特定入所者支援サービス費、高

額介護サービス費、高額居宅介護サービス費、高額居宅支援サービス費を受給

する場合や、生活保護を受給する場合等別途法令に定めがある場合は、それぞ

れの法令によるものとする。 

４ 利用料の支払方法については、別に定める「重要事項説明書」に記載する。 

 

第 5 章 事業所利用にあたっての留意事項 

 

（日課の尊重） 

第 24 条 利用者は、健康と生活の安定のため、施設長が定めた日課を尊重し、

共同生活の秩序を保ち、相互の親睦に努めるものとする。 

 

（外出及び外泊） 

第 25 条 利用者は、外出（短時間のものは除く。）又は外泊しようとするとき

は、その都度、外出・外泊先、用件、事業所へ帰着する予定日時等を施設長に

届け出るものとする。 

 

（面 会） 

第 26 条 利用者は、外来者と面会しようとするときは、利用者又は外来者がそ

の旨を施設長に届け出るものとする。施設長は、特に必要があるときは、面会

の場所や時間を指定することができるものとする。 

 

（健康留意） 

第 27 条 利用者は、努めて健康に留意するものとする。事業所で行う健康診査

は特別の理由がない限りこれを受診するものとする。 

 

（衛生保持） 

第 28 条 利用者は、事業所の清潔、整頓、その他環境衛生の保持を心がけ、ま

た事業所に協力するものとする。 

 

（事業所内の禁止事項） 

第 29 条 利用者は、事業所内で次の行為をしてはならない。 

（１）けんか、口論、泥酔等他人に迷惑をかけること。 

（２）政治活動、宗教、習慣等により、自己の利益のため他人の自由を侵害し

たり、他人を排撃したりすること。 

（３）指定した場所以外で火気を用いること。 



（４）事業所の秩序、風紀を乱し、又は安全衛生を害すること。 

（５）故意又は無断で、事業所若しくは備品に損害を与え、又はこれらを事業

所外へ持ち出すこと。 

 

第 6 章 非常災害対策 

 

（災害、非常時への対応） 

第 30 条 事業所は、消防法令に基づき防火管理者を選任し、消火設備、非常放

送設備、災害・非常時に備えて必要な設備を設けるとともに、非常災害等に

対して具体的な防災計画・避難計画等を立て、職員及び利用者が参加する消

火、通報、避難等の訓練を定期的に実施するものとする。 

２ 利用者は、健康上又は防災等の緊急事態の発生に気づいた時は、ナースコ

ール等最も適切な方法で、事業所職員まで事態の発生を知らせるものとする。 

 

第 7 章 衛生管理等 

 

（衛生管理） 

第 31 条 事業所は、利用者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水に

ついて衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品

及び医療機器の管理を適正に行わなければならない。 

 

（感染症対策） 

第 32 条 事業所は、施設において感染症又は食中毒が発生し、又は蔓延しない

ように、次に掲げる措置を講じる。 

（１）感染症又は食中毒の予防及び蔓延の防止のための対策を検討する感染症

対策委員会を 1 月に 1 回開催するとともに、その結果について、看護職員、

介護職員その他の従事者に周知徹底を図ること。 

（２）感染症又は食中毒の予防及び蔓延の防止のための指針を整備すること。 

（３）看護職員、介護職員その他の従事者に対し、感染症又は食中毒の予防及

び蔓延の防止のための研修を定期的に実施すること。 

 

第 8 章 その他の運営についての重要事項 

 

（利用資格） 

第 33 条 事業所の利用資格は、介護保険法に基づく指定介護老人福祉施設又は

指定短期入所生活介護事業の利用資格があり、事業所の利用を希望する者で

あって、入院治療を必要とせず、利用料の負担ができる者及びその他法令に

より入所できる者とする。 



（入退所検討委員会） 

第 33 条の 2 事業所は、指定介護老人福祉施設に係る入退所の決定のため、合

議制の入退所検討委員会（以下、「検討委員会」という。）を設置する。 

２ 検討委員会は、「北区特別養護老人ホーム入退所指針」に定める基準等に基

づき、入退所を審議するものとする。 

３ 検討委員会は、施設長を委員長とし、養護係長、生活相談員、看護職員、

介護職員等で構成し、施設長が必要に応じて召集する。 

４ 検討委員会は、会議の内容を記録し、2 年間保存するものとする。 

（内容及び手続きの説明及び同意、契約） 

第 34 条 事業所の利用にあたっては、あらかじめ入所申込者及び身元引受人に

対し、運営規程の概要、職員の勤務体制その他の重要事項を記した文書を交

付して説明を行い、入所申込者の同意を得た上で利用契約を締結するものと

する。 

 

（施設・設備） 

第 35 条 施設・設備の利用時間や生活ルール等は、施設長が利用者と協議の上

決定するものとする。 

２ 利用者は、定められた場所以外に私物を置くなど、占用してはならない。 

３ 施設・設備等の維持管理は職員が行うものとする。 

 

（苦情処理） 

第 36 条 利用者又は身元引受人は、提供されたサービス等につき、苦情を申し

出ることができる。 

２ 施設長は、苦情があった場合は、社会福祉法人北区社会福祉事業団苦情対

応規程（平成 23 年 3 月 29 日規程第 58 号）に基づき速やかに事実関係を調査

し、その結果並びに改善の必要性の有無及び改善の方法について、利用者又

は身元引受人に報告するものとする。 

３ 苦情申立窓口は、「重要事項説明書」に記載する。 

 

（介護事故発生時の対応） 

第 37 条 事業所は、利用者に対するサービスの提供により介護事故（以下「事

故」という。）が発生した場合は、速やかに利用者の家族、事業団事務局に連

絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業所は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録す

る。 

３ 事業所は、事故が発生した場合の対応及び報告の方法等が記載された事故

発生の防止のための指針を整備する。 

４ 事故が発生した時又はそれに至る危険性がある事態が生じた時に、当該事



実が報告され、その分析を通じた改善策を職員に周知徹底する体制を整備する。 

５ 事故発生の防止のため介護職員、看護職員その他の従事者に対する研修を

定期的に開催する。 

 

（秘密の保持） 

第 38 条 職員は、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持しなければ

ならない。 

２ 職員であった者に業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させる

ため、職員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、職員

との雇用契約の内容に明記するものとする。 

３ 居宅介護支援事業者等に対して、利用者に関する情報を提供する場合には、

あらかじめ文書により利用者の同意を得るものとする。 

 

（虐待防止） 

第 39 条 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講

ずるものとする。 

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情

報通信機器を活用して行うことができるものとする）を定期的に開催す

るとともに、その結果について、職員に十分に周知する。 

（２）虐待の防止のための指針を整備する。 

（３）職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

（４）前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

 

（身体的拘束等の適正化） 

第 40 条 事業所は、身体的拘束等の更なる適正化を図る観点から、以下の措置

を講ずるものとする。 

（１）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

その他の情報通信機器を活用して行うことができるものとする）を３月

に１回以上開催するとともに、その結果について、職員に十分に周知す

る。 

（２）身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 

（３）職員及びその他の従業員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施する。 

 

第 9章 雑  則 

 

（委 任） 

第 41 条 この規程の施行上必要な細目については、施設長が別に定める。  



 

付 則 

この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 21 年 10 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 24 年 11 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 26 年 10 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 27 年 8 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 28 年 1 月 1 日から施行する。 

 

 



付 則 

この規程は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、平成 30 年 8 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和元年 10 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 3 年 2 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 3 年 8 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 3 年 10 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 4 年 2 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 4 年 5 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 4 年 10 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 5 年 6 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 



 

付 則 

この規程は、令和 6 年 6 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 6 年 8 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 7 年 3 月 1 日から施行する。 

 

付 則 

この規程は、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。 



特別養護老人ホーム清水坂あじさい荘運営規程（別紙） 

 

第 4 条（職員） 

（１）施設長 １名 

（２）医師 １名以上（非常勤） 

（３）介護支援専門員 ２名以上 

（４）生活相談員 ２名以上 

（５）介護職員 ５０名以上 

（６）看護職員 ４名以上 

（７）栄養士 １名以上 

（８）機能訓練指導員 １名以上 

（９）事務員 ２名以上（基準外） 

（１０）調理員 （委託調理員） 

「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」及び「指定居宅

サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」によりこれを示す。 



第23条（利用料等）

（１）厚生労働大臣が定める基準による1日当たりの利用料(円)

従来型個室 多床室 従来型個室 多床室

6,420 6,420 6,693 6,693

7,183 7,183 7,459 7,459

7,978 7,978 8,269 8,269

8,741 8,741 9,046 9,046

9,493 9,493 9,812 9,812

- - 5,006 5,006

- - 6,227 6,227

指定介護老人福祉施設 指定短期入所生活介護事業

施
設
利
用
料

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

要支援１

要支援２

①日常生活継続支援加算（Ⅰ） 392

介護予防短期入所生活介護利用料

加
　
　
算

看護体制加算（Ⅲ）(イ) -

生活機能向上連携加算（Ⅰ）（１月につき） 1,090

-

看護体制加算（Ⅰ） 43 44

看護体制加算（Ⅱ） 87 88

133

看護体制加算（Ⅳ）(イ) - 255

医療連携強化加算 － 643

710

夜勤職員配置加算（Ⅰ） 141 144

夜勤職員配置加算（Ⅲ） 174 166

看取り連携体制加算 －

1,110

生活機能向上連携加算（Ⅱ）（１月につき） 2,180 2,220

個別機能訓練加算（Ⅰ） 130 -

個別機能訓練加算（Ⅱ）（１月につき） 218 -

個別機能訓練加算（Ⅲ）（１月につき） 218 -

専従の機能訓練指導員を配置している場合 - 133

個別機能訓練加算 - 621

ADL維持等加算（Ⅰ）（１月につき） 327 -

ADL維持等加算（Ⅱ）（１月につき） 654 -

若年性認知症入所者受入加算 1,308 1,332

送迎加算（片道） － 2,042

②緊急短期入所受入加算 - 999

精神科医療養指導 54 -

入院・外泊が認められた場合 2,681 -

初期加算（入所した日から３０日以内） 327 -

退所時栄養情報連携加算 763 -

再入所時栄養連携加算 2,180 -

退所前訪問相談援助加算 5,014 -

退所後訪問相談援助加算 5,014 -

退所時相談援助加算 4,360 -

退所前連携加算 5,450 -

退所時情報提供加算 2,725 -

協力医療機関連携加算（１）（１月につき） 545 -

協力医療機関連携加算（２）（１月につき） 54 -

栄養マネジメント強化加算 119 -

経口移行加算 305 -

経口維持加算（Ⅰ）（1月あたり） 4,360 -



看護体制加算Ⅰのみ算定の場合

看護体制加算Ⅱのみ算定の場合

看護体制加算Ⅰ及びⅡを算定の場合

看護体制加算を算定しない場合

加
　
　
算

経口維持加算（Ⅱ）（1月あたり） 1,090 -

③口腔衛生管理加算（Ⅰ）（1月あたり） 981 -

③口腔衛生管理加算（Ⅱ）（1月あたり） 1,199 -

口腔連携強化加算(１月につき） - 555

療養食加算（１食あたり） 65 88

特別通院送迎加算（１月につき） 6,474 -

配置医師緊急時対応加算　配置医師の勤務時間外の場合 3,542 -

配置医師緊急時対応加算早朝・夜間 7,085 -

配置医師緊急時対応加算深夜 14,170 -

看取り介護加算（Ⅰ）

死亡日以前31日以上45日以下 784 -

死亡日以前４日以上３０日以下 1,569 -

死亡日の前日及び前々日 7,412 -

死亡日 13,952 -

看取り介護加算（Ⅱ）

死亡日以前４日以上３０日以下 1,569 -

死亡日の前日及び前々日 8,502 -

死亡日 17,222 -

在宅復帰支援機能加算 109 -

死亡日以前31日以上45日以下 784 -

在宅・入所相互利用加算 436 -

在宅中重
度受入加
算

－ 4,673

－ 4,628

－ 4,584

－ 4,717

認知症専門ケア加算（Ⅰ） 32 33

認知症専門ケア加算（Ⅱ） 43 44

認知症チームケア推進加算（Ⅰ）（１月につき） 1,635 -

認知症チームケア推進加算（Ⅱ）（１月につき） 1,308 -

④認知症行動・心理症状緊急対応加算 2,180 2,220

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）（１月あたり） 32 -

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）（１月あたり） 141 -

排せつ支援加算（Ⅰ）（１月あたり） 109 -

排せつ支援加算（Ⅱ）（１月あたり） 163 -

排せつ支援加算（Ⅲ）（１月あたり） 218 -

自立支援促進加算（１月あたり） 3,052 -

⑤科学的介護推進体制加算（Ⅰ）（１月あたり） 436 -

⑤科学的介護推進体制加算（Ⅱ）（１月あたり） 545 -

⑥安全対策体制加算 218 -

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ（１月につき） 109 -

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ（１月につき） 54 -

新興感染症等施設療養費 2,616 -

生産性向上推進体制加算Ⅰ（１月につき） 1,090 1,110

生産性向上推進体制加算Ⅱ（１月につき） 109 111

⑦サービス提供体制強化加算Ⅰ 239 244

⑧サービス提供体制強化加算Ⅱ 196 199

⑨サービス提供体制強化加算Ⅲ 65 66



⑥外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に対策を実施する体制
　 が整備されている場合

⑦介護福祉士８０％以上または勤続１０年以上の介護福祉士が３５％以上

⑧介護福祉士６０％以上

⑨介護福祉士５０％以上または常勤職員７５％以上または勤続７年以上の職員が３０％以上

①新規入居者の総数のうち、要介護4以上の方が70%以上、認知症日常生活自立度Ⅲ以上の方が65%以
　上、または、入所者の総数のうち、痰の吸引等を必要とする方の割合が15%以上で、入居者6人に1名以
　上の介護福祉士を配置した場合

②居宅サービス計画において計画的に行うこととなっていない短期入所生活介護を行った場合。入所日から
　 7日又は家族等の疾病でやむを得ないときは14日を限度。

③歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入居者に口腔ケアを月２回以上行い、介護職員に対し、具体的
　 な技術的助言及び指導を行った場合

④医師が、認知症行動等が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に入所することが適当と判断
　 した場合。入所から7日を限度。

⑤入所者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症等の基本的な情報（Ⅱでは疾病の状況を追加）を
　 厚生労働省に提出した場合

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）所定単位数にサービス別加算率（９．０％）を乗じた単位数に

報酬単価を乗じたもの。

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）所定単位数にサービス別加算率（１４．０％）を乗じた単位数に

報酬単価を乗じたもの。

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）所定単位数にサービス別加算率（１３．６％）を乗じた単位数に

報酬単価を乗じたもの。

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）所定単位数にサービス別加算率（１１．３％）を乗じた単位数に

報酬単価を乗じたもの。



（２）その他の費用（円）

従来型個室 多床室 従来型個室 多床室

老齢福祉年金受給者

第２
段階

公的年金等収入金額と合計所得金
額の合計が８０万円以下

第３
段階
①

公的年金等収入金額と合計所得金
額の合計が８０万円超１２０万円
以下

第３
段階
②

公的年金等収入金額と合計所得金
額の合計が１２０万円超

1,231 915 1,231 915

老齢福祉年金受給者

第２
段階

公的年金等収入金額と合計所得金
額の合計が８０万円以下 480 430 480 430

第３
段階
①

公的年金等収入金額と合計所得金
額の合計が８０万円超１２０万円
以下

880 430 880 430

第３
段階
②

公的年金等収入金額と合計所得金
額の合計が１２０万円超 880 430 880 430

※　食費及び居住費の利用者負担限度額を適用するための上記以外の要件は法令等の定めるところ
　による。

預り金管理・支払代行料（１日につき）

　 　　　　夕食　471

外出付き添い料

1,445

生活保護受給者

150

生活保護受給者

テレビ持ち込み料（１月につき） 500

380

実費徴収

　　 内訳　朝食　346

指定短期入所生活介護事業

第１
段階

住
民
税
非
課
税
世
帯

食　　費（１日につき）

住
民
税
非
課
税
世
帯

指定介護老人福祉施設

0

1,445
　　　　　 昼食　628

利
用
者
負
担
限
度
額

－

650

600

1,000

－

300

500

1,360

390

1,300

居住費（滞在費）

第１
段階利

用
者
負
担
限
度
額

実費徴収

その他
（理美容、インフルエンザ予防接種、利
用者希望による日用品及び衣類、利用者
の嗜好等にかかる経費、私物のクリーニ
ング、利用者の希望による教養娯楽費）

実費徴収

380 0


